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横浜鋼業株式会社へのスポンサー表明に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 20 年 1 月 7 日より「私的整理に関するガイドライン」

に基づき私的整理の手続きを開始する横浜鋼業株式会社（JASDAQ 上場 コード：7410、以下「横

浜鋼業」といいます。）のスポンサーとして就任することにつき横浜鋼業との間で基本合意にいたり

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
なお、詳細な支援内容や条件につきましては、今後横浜鋼業との間で協議を進めてまいります。ま

た、本件につきましては、横浜鋼業の「私的整理ガイドライン」に基づく事業再生計画の成立、資本

提携契約の締結等、同社と合意した事項が成就されることを前提としております。 
 

記 
１．目的 

(１)当社は、鉄工業をはじめ、造船業、建設業や機械並びに二次製品メーカーまで、全国各地に

約 3000 社にのぼる販売先を有しております。特に、各拠点に大型ストックヤードを保有し、大

口小口を問わず需要に対応できる、スーパーマーケット型の事業展開が当社の強みと考えており

ます。 

 
(２)横浜鋼業は、関西エリアはもとより、四国・山陰・山陽・北陸の鋼材特約店と密接な関係を

構築し、関西鉄鋼流通業をリードするにふさわしい幅広い販売網を確立しています。各地域のお

客様と本社・堺を結ぶルート便の確立により、求められる鋼材の迅速な納入を行っております。 
 
(３)「販売エリアの拡大・販売シェアの向上」を経営戦略としている当社にとって、自社ヤード

を保有せず、鋼板類に販売ウェートを置く関西エリアでの条鋼類の販売強化は、エリア戦略の中

でも重要課題となっており、顧客層の重複が少なく、堺に大型ストックヤードを有する横浜鋼業

との提携は、取扱商品における品揃えの面からも、相互の強みを活かしたユーザーへの細かな対

応を可能とし、両社の業績に多大な相乗効果を発揮するものと考えております。 



２．横浜鋼業の概要 
(1) 商 号 横浜鋼業株式会社 

(2) 代 表 者 代表取締役社長  横浜 健 

(3) 本 店 所 在 地 大阪市西区九条南２丁目 24 番 20 号 

(4) 設 立 年 月 日 昭和 23 年 10 月 14 日 

(5) 主 な 事 業 内 容 鋼材の卸売及び加工販売 

(6) 授 業 員 数 27 名（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

(7) 資 本 金 の 額 1,439 百万円（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

(8) 発 行 済 株 式 総 数 4,776 千株（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

財団法人横浜記念金沢の文化創生財団 12.6％

横浜 健 9.3％

伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社 2.6％

有泉 洋 2.6％

横浜鋼業従業員持株会 2.2％

宋 宇 2.1％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2.1％

山下 武 2.1％

株式会社藤木工務店 1.9％

日本証券金融株式会社 1.7％

(9) 

大株主及び持ち株比率 

 

（平成 19 年 3 月 31 日現在）

（発行済総株式数  4,776,000 株） 

 

（10）最近事業年度における業績の動向 

 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 

売上高 9,861 百万円 10,271 百万円

営業利益 85 百万円 154 百万円

経常利益又は経常損失（△） △28 百万円 35 百万円

当期純利益又は当期純損失（△） △53 百万円 41 百万円

総資産 7,879 百万円 7,876 百万円

純資産 1,698 百万円 1,740 百万円

自己資本比率 21.6％ 22.1％

一株あたりの配当金 ― 円 ― 円

 

（11）当社との関係 

① 資本関係：なし 

② 人的関係：なし 

③ 取引関係：鋼材の取引があります 



 

３．今後の予定 
横浜鋼業の「私的整理ガイドライン」に基づく事業再生計画の成立後、第三者割当増資の引受

けを予定しております。 
以 上 


